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1学 童保育事業の推移
学童保育事業,正 しくは 「留守家庭児童会事業」 という。通俗的に学童保育 といっても,今
日,この事業は,児童の健全育成を標傍 した国の児童政策下にはあっても,児童福祉法にはの
ってこない,っ まり児童福祉法の適用を受けない,いわば 「児童福祉の潜在的な領域 ・機能」
として把握することがで きようか。
小学校低学年の,それも放課後帰宅 しても保護者のいないいわゆる 「か ぎっ子」の,下校後
の生活 を保障しようとするのがそもそものねらいであった。
このことは実は働 く母親の労働権の保障とも関連する。昭和30年代後半か らの経済成長指向
以来,そ の象徴的な一・側面 ともみ られる婦人労働の増加に伴って,学童保育は働 く母親の立場
か ら 「社会的要請 としての学童保育」の問題となってクローズアップされてきた。
当初,民 間の発意にはじまり,やがて自治体レベルでそれぞれ独自のシステムで行なわれて
きたこの事業は,昭和41年文部省の 「留守家庭児童会事業」 として,よ り公的な性格をもっよ
うになってきた。その後昭和46年になると 「留守家庭児童会事業」は 「校庭開放事業」に継承
される。やがて昭和51年所管は文部省か ら厚生省に移 り,留守家庭児童の問題は 「都市児童健
全育成事業」の枠組みの中に組みこまれた。
この 「都市児童健全育成事業」 の骨格は,都市児童健全育成事業実施要綱(昭51・7,各都
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大臣が適当と認める事業(そ の他の事業)。





② 児童育成クラブは,民 間指導者,地 域の児童の保護者等(育 成指導者)及 び児童をもっ
て構成するもの とし,対象児童は,留守家庭児童(小 学校1～3年 の学童)を 主体 とし,
その他参加を希望する児童をも加えるもの とする。






















活動の対象 となる青少年の欲求や分布の 動向などに っいての把握が不十分であり,か
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っ,そ の整備方針 もそれ らの動向に必ずしも即応 していない面がある。また,国 の総合
函姦整備許由なC・ま愛棄走き乳そず・痊ず・。このため施設整備の推進に欠けるものがある
と認められるので,次 の措置を講 じ,実効性ある計画 としてその整備をはかる必要があ
る。
① 関係各省は,施設活動の対象 となる青少年の分布の動向などに配慮 し・需要度の高
ホ飽載または施設から整備をはかるようそれぞれの計画に検討を加えること。(文 部
省,厚生省,労 働省)





























し,指導を強化する必要がある。(文 部省,厚 生省,運 輸省,労働省)






















あろうと思われる問題性)も さることなが ら,問題解決の行政努力の不足不備,手 ぬるさ,ひ
いては,行政監察の遅効性をまざまざとみる思いである。
その後10年を経過 して中央児童福祉審議会は 「今後推進すべき児童福祉対策について」答申
した(厚相の諮問 「今後 における児童及び精神薄弱者の福祉に関する総合的,基 本的方策」は
昭和47年10月)。
同答申は 『家庭児童の健全育成対策にっいて』の中で,福 祉対策における基本的 視点 か ら
「福祉行政において重点的に援助を要する児童の年齢は,特に幼少の児童であり,それは,発




力のふたっの点にふれ,さ らに 「現在の近隣社会関係の稀薄化を考慮するならば,幼 少の児童
及び母親が孤立的な状況におかれることがないように,地域の中で連帯感を強化しながら健全




次整備 していく必要」,「(°r児童を対象 とする遊びを通しての集団的,個 別的指導および母












いまひとっ注目され るのは,「その他の地域の育成機能 を強化するための対策」の一環 とし
て,児童委員活動の促進を期 していることである。元来,児童委員は地域におけるボランティ
ア活動の中心的存在として多様に活動することが期待されるが,わ けても 「予防的見地か ら援
助を必要 とする家庭児童の早期発見に努めることが重要である」 とする,ア グレッシブ ・ヶ一
スワークに通ずるアプローチの必要が強調されていることである。
以上,答 申書 「今後推進すべき児童福祉対策について」の,主 として学童保育にかかわる部
分(「家庭児童の健全育成対策にっいて」 より)を 摘出してみてきたが,答 申書全体をとおし
ていえば,総 じて現下の社会状況を極めて客観的にまた鋭 く分析し,子 どもをとりまく環境の
欠落をあまね く指摘し,そ の問題点を浮 きぼ りにし,これに対し講じなけれぼならない緊急の
対応策にっいて巨視的で順序づけられた見解を披瀝 していることは高 く評価されるところであ
る。ただしか し,部分的にみれば,直 接,当該の子どもたちの健全育成 ということにっいて,



















○ 婦人労働者の増大 と社会的役割の重要性一 略一
〇 留守家庭児童を放置できない環境の悪化一 略一
〇 遅れている国の施策
学童保育は,こ ういった子どもたちの放課後を心配する働 く父母の切実なねがいか ら生
まれました。現在多くの地方自治体が公的施策 として とりあげ,47都道府県のすべてに一・
ヶ所以上の学童保育所が存在するまでに至 りました。東京都,大 阪府,埼 玉県では,都府
県 として学童保育に対する補助を行なってきましたが,最 近奈良県なども県担補助の予算
を計上 しました。
しか し,全国の小学校在籍児童1千 万名の中15%から20%が留守家庭児童 といわれる中






か ら 「都市児童健全育成事業」をはじめたことは,全 くの無策か ら一歩足 を踏み出したこ
ととして評価されるところです。 しかし残念なことに 「都市児童健全育成事業」の予算は
年間わずか1億 円にす ぎず,ま たその補助対象の市が人 口5万人以上 という制限があ り,















(3)すべての子 どもの生活環境整備のために,児童館,遊 び場などを増設 して下 さい。








③ 請願に至る過程で,各地域において解決(改 善)し ておかなけれぼならない問題はなか
ったか。
などである。
○ 合理的な世論喚起 より広範な国民的合意の確立,○ 関連社会資源 との調整 ・組
織化 同一 目的のために統合された専門家集団の力量の発揚,○ 活動そのものを常に自
己評価しながら,コ ミュニティ・ペースを崩さない着実性 地域間格差の是正 ・解消。
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呼称されている一部都市の 厂児童館方式」はそのひとっのシステム)べ きだ とする考え方が
交錯 しているといえよう。
関連 して地域の問題点のひとっに 「学童保育事業の行政所管 を教育委員会か ら民生部局へ
移すべきである」 とする声に屯(と りわけ当該の自治体は)謙 虚に耳を傾ける要があろう。
これは試見の域を出ないが,い まみた考え方,そ の前者の学童保育法制化型であれ,後 者
の児童健全育成型であれ,運 営上の所管 ということにっいていえば,いわゆる公立民営を原
則 として学童保育を地域社会福祉協議会のもとにお くという方式を提唱しておこう。
※※ 「保育所は,前項の規定にかかわらず,特 に必要があるときは,日 日保護者の委託を受けて,保
育に欠けるその他の児童を保育することができる。」















指導員は,児 童の保護育成に熱意を有する者で,(教 員,社 会教育主事,保 母の免許の資

















表1か ら,「児童の保護育成に熱意を持ち」 とする心情的な部分が注 目される。これに加
えて公的な免許 ・資格の保持者 としているのは2市町にすぎない。
そこでこの2市町の うちのN市 にっいて指導員の現状をみると表2の とお りである。
これでわかるように,「経験年数」では指導員,ア ルバイ ト指導員 ともに5年未満が多 く,
その比率は指導員で50%,アルバイ ト指i導員は100%となっている。 指導員の残 り50%Pは5
年以上15年未満でかなりキャリアを積んでいるであろうことが推測される。
「年齢」を区分すると必ず しも平均的に分布していないが,30年とい うはばの中で高低が
み られ,平 均年齢は両者 ともほぼ38歳前後 となっている。これは他市町,例 えばY市 の42歳,
U市の41歳に比べると低 く,0町の27歳に比 して高い。
っ ぎの 「学歴」や 「資格」は専門的資質をみる一応の目安 となるが,厂 学歴」は何れ も高
校卒が過半数(指 導員13名・65%,長期アルバイト指導員6名 ・66.7%0)を占め,大学卒は
15%以下で低い。r資 格」にっいてみると 「なし」が指導員で14名(70%),長期アルバイ
ト指導員6名(66.7%0)と過半数であることが注目される。 これはN市 の規定(表1)に み
る 「または教育委員会が適当であると認める者」に当たるわけであるが,こ れにっ い て は
「今後,指 導員の採用条件を厳 しく……」 といった声もないではない。
「高学歴」,「有資格」が学童保育指導者 としての決定的条件であるときめっけることには






の任用や身分保障とあわせて,指 導員 自らのよ り高次な専門職志向の資質啓培に期待を寄せ
ていることは着 目に値する(後出資料参照)。
ところで,同 じ学童保育 といっても地域によって格差(質 の高低)の あることはやむを得
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表2N市 における指導員の状況 一 その1,指導員一
経 験 年 数 年 齢 最 終 学 歴 取 得 資 格





















































計 2・1計 2・1計 20 計 20
一 その2,長期アルバイト指導員一
経 験 年 数 年 齢 最 終 学 歴 取 得 資 格

























































表3K市 学童保育所(4か所)実態表 一 昭 .55・2一
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09年 目,と て も子
ど も好 きで,場 所
`よ悪 し、力宝懸ミ命 にや
っ て い る。 ひ と り



























































































まず,2年 間ほど学童保育指導員をしていたT・K氏(現 在K市 福祉事務所家庭児童相談
室相談員)か ら寄せられた,K市 の学童保育所実態観察資料(表3参 照)が ある。みる限 り
決 して緻密な観察データとはいえないが,これをとお して,人 口急増地域K市学童保育のか
かえている問題が,恵 まれていない環境条件 とともに間接的に響いて くる。
T・K氏 は 「K市における学童保育の実態は相当遅れている」 と嘆じ,さらに続けてっぎ
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のように問題の所在を指摘する。










　 の 　 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　








の要望が一方的に斥けられていること。○ 議会における行政の姿勢に問題の あ る こ と。







(1)学童保育は,共 働き家庭,母 子 ・父子家庭の親の働 く権利を守 り,家族全体の生活を
守 ることになる。
(2)学童保育は,共 働き家庭,母 子 ・父子家庭の学童の下校後の生活を守ることになる。
(3)学童保育は,異年齢の子 どもたちの生活づ くりをとおして,発達を促す場 となる。







結び,ち えと力をだしあって努力」しなけれぼならないという協業 ・共同 ・連帯の論理が強
調される。
この論理の妥当性をもとより否定するものではない。 しかしこの論理の客観性,科学性は
どうか とい うことになると全面的に首肯 しがたいのである。いささか閉鎖的,微 視的な発想
に終始 してお りはしないか とい うことである。
端的にいって,指導員 も保護者もそ してそれぞれの組織集団も,さ らに巨視的な見地に立
っての展望をもたなければならないし,そ の視点に立 ってより広範な活動を展開しなければ
子どもの好ましい発達は十分に期せられないであろう。
脇議会が上述の学童保育の役割認識を高揚させ,指 導員 と父母の協業 ・共同 ・連帯の論理
を強調しても,末端の地域自治体では意外な問題的事実が潜在 しているのである。
例えぼ,
○ 指導員の存在を学校長,教 師さらにはPTAの 上部役員まで知 らない(知 らされていな
い)こ とがある。 指導員に対する認識 ・関心の所在の問題
○ 学童保育に預けっぱなしで 平然としている無理解,無 責任,無 感覚な親が 実在する。
一 保護者 自身の問題






ところで,発達途上にある子 どもの生活は,彼 をとりま く地域社会のすべての資源(自 然
的 ・社会的)と かかわ りをもっている。いいかえれば,す べての資源 との関連交渉によって
発達する。生活の経験の拡大がそれだ。
資源 との正常な関連交渉が,望 ましい子 ども像 をっ くりあげるとするならば,指導員 も亦,
自己の指導性をより確かなものとするために,と りわけ関連する社会資源に鋭 く着 目して,
それぞれの資源がもっところの,独 自の専門的力量を活用することにやぶさかであってはな
らない。
こうした,資 源との関連交渉をはかることな く,指導員が 自己の指導力を過信 したり,心
情的な気負いをもっていたのでは,子 どもは伸びるべくして伸びるものではないことを肝に
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銘ずべきである。
子どもの放課後の生活を保障するというのであれば,放課前の子 どもの生活の経過を認識





理想の形態に近づ くものと考える。 相互の留意事項(指 導上の)は,基 本的生活習慣の形
成 ・行動様式 とい う領域では共通化 し,個性的能力の開発 ・伸長 という部分は学校,学童保
育所それぞれの場で個別化されるであろう。それは単なる形式のみであってはならない。子
どもが表わす学校,保 育所でのそれぞれの顔か ら,その場に適応 して生気を漲 らせた表隋を,









なお,学 童保育に とって関連する社会資源 としては,学 校のほか,P・T・A(育友会),民




以上,若 干の問題点考察にとどまったが,こ こで指摘 し得なかった問題点にっいても,さ















ま え が き
留守家庭児童会事業は,当初文部省の所管であったが,厚 生省の所管に移るという経緯 もあって,自




















近年,児 童をとりまく環境はいっそう厳 しさを増 し児童の非行の低年齢化など憂慮すべき事態 とな





この事業は,児 童福祉法に定める 「保護者の労働又は疾病等の事由」による,いわゆる 「保育に欠
ける児童」に対するものとして,社会福祉施策の中に位置づけるのも一っの方策である。 しか し,本
市においては,先 に述べた国の制度上の不明確さや 厂かぎっ子教室」以来の経緯もあって・ 「N市留
守家庭児童会事業実施要綱」を制定し,市教育委員会が社会教育的配慮をもってこの事業の運営を行
なってきたものである。
地方公共団体は,す べての児童に対して,児 童憲章の理念に照 らし,児童福祉法の定めに沿い,保
護者 と共に公的に責任をもたなければならない。その一環 として,「放課後の家庭保育に欠ける児童」





本市留守家庭児童会事業は,こ れまで市教育委員会等関係者が,施 設 ・設備の整備をはじめ,子 ど
もの生活の安全性保持や,集 団生活をとおしての適切な人間関係の醸成等に相応の努力をはらってき
たので,大過なく今日に及んできた。 このことは高 く評価されるところである。















児童会を核 とした関連社会資源(学 校 ・保護者会 ・育友会 ・民生児童委員会 ・子ども会 ・青少年育
成団体 ・自治会等)相互の連絡調整にきめ細かい配慮が必要とされること。
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現行でやむを得ないと思われ る。 しか し,留守家庭児童会におけるリーダーの養成をするため,
場合によっては試行的に一部5・6年 生を対象とするなど弾力的な運用を検討されたい。なお,


















文化活動,ス ポーツ ・レクリェーション活動等遊びを通 じた内容とし,児童の自主的活動や計
画的活動が促進されるよう援助することが望ましい。
なお,日曜 日,祝 日等休会中の行事は,留 守家庭児童会事業の対象外にすべきである。
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ア 市は児童館もしくはコミュニティセンターを各小学校区に設置 し,館(セ ンター)内に既存の
留守家庭児童会を充実させて常設し,同時に,全児童に対 して常時開放し,留守家庭児童会児童
及び他児童の地域的結びっきを検討すること。
なお,検 討にあたっては,テ ス トケースとしての試行を行なうなどの配慮をすること。
イ 上記アの構想にのっとり民間委託する場合 も検討すること。
ウ アの構想によって設置 ・運営される館(セ ンター)に対する側面的援助 としてのボランティア
活動を積極的に取 り入れ ること。それによって館(セ ンター)の企画,運 営がより豊かに多様化
されることが考えられる。
付表
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